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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

当初予算額

令和６年度

最終予算額

令和７年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林道関係事業一覧 2,419,802 2,407,070 2,435,732 1,601,614

(分) 4,801

(負) 130,012

(債) 540,400

158,905

林 道 関 係 事 業 一 覧

[細目事業名]
[令和７年度予算額]

【公共・県営】 林道開設事業費 県営林道開設事業費 331,695

県営山のみち幹線林道開設事業費 423,050

【公共・補助】 林道開設事業費 補助営林道開設事業費 159,250

〈 林道開設事業費 計 913,995 〉

【公共・補助】 林道改良事業費 418,306

〈 林道改良事業費 計 418,306 〉

【公共・補助】 林道舗装事業費 17,850

〈 林道舗装事業費 計 17,850 〉

【公共・県営】 道整備交付金事業費 県営林道道整備交付金事業費 896,122

【公共・補助】 道整備交付金事業費 補助営林道道整備交付金事業費 55,950

〈 道整備交付金事業費 計 952,072 〉

《 公共 合計 2,302,223 》

【その他】 緑資源幹線林道事業費 27,909

《 林道事業
合計 2,330,132 》

【災害関係】 林道災害復旧事業費 105,600

《 林道関係事業 総計 2,435,732 》
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

当初予算額

令和６年度

最終予算額

令和７年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林道開設事業費 1,065,565 969,785 913,995 560,050
(負) 33,004

(債) 280,700
40,241

Ⅰ 県営林道開設事業費

331,695千円 （ (国)170,100千円 (負)33,004千円 (債)115,700千円 (一)12,891千円 )

１ 目的

森林の多面的機能の発揮が期待される広域な森林地域を対象に、効率的な森林施業や適正な森林管理

の促進、併せて山村地域の振興等を図る。

２ 内容

採択要件：利用区域内の森林面積 森林基幹道１ 2,000ha以上

森林基幹道２ 1,000ha以上

森林管理道 500ha以上

開設効果指数 森林基幹道 1.2以上

森林管理道 0.9以上

費用対効果指数 1.0以上

負 担 率：森林基幹道１ (国)50％ (市町村)５％ (県)45％

森林基幹道２ (国)50％ (市町村)10％ (県)40％

森林管理道 (国)50％ (市町村)24％ (県)26％

実施主体：高知県

３ 令和６年度実績及び令和７年度計画

令和６年度実施箇所 ：５路線（奥大田三谷線 外）

令和７年度実施計画箇所：５路線（江川別役線 外）

Ⅱ 県営山のみち幹線林道開設事業費

423,050千円 （ (国)267,450千円 (債)140,000千円 (一)15,600千円 ）

１ 目的

国土環境の保全形成等、森林の有する多目的機能の持続的発揮や都市と山林との共存・対流を図る。

２ 内容

負 担 率：(国)72％ (県)28％

実施主体：高知県

３ 令和６年度実績及び令和７年度計画

令和６年度実施箇所 ：５路線（上名・用居線 外）

令和７年度実施計画箇所：５路線（梼原・東津野線 外）
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治山林道課 （単位：千円）

Ⅲ 補助営林道開設事業費

159,250千円 （ (国)122,500円 (債)25,000千円 (-)11,750千円 )

１ 目的

森林の多面的機能の発揮が期待される森林地域を対象に、効率的な森林施業や適正な森林管理の促進、

併せて山村地域の振興等を図る。

２ 内容

採択要件：利用区域内の森林面積 過疎・振興山村 30ha以上（林業専用道は10ha以上）

その他 50ha以上（林業専用道は10ha以上）

開設効果指数 0.9以上

費用対効果指数 1.0以上

補 助 先：市町村

補 助 率：過疎・振興山村 (国)50％ (県)15％

その他 (国)45％ (県)15％

３ 令和６年度実績及び令和７年度計画

令和６年度実施箇所 ：５路線（御在所線 外）

令和７年度実施計画箇所：７路線（押谷線 外）
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

当初予算額

令和６年度

最終予算額

令和７年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林道改良事業費 243,018 229,360 418,306 332,364 85,942

補助営林道改良事業費

418,306千円 （ (国)332,364千円 (一)85,942千円 )

１ 目的

既設林道について、法面や排水施設等の改良により、森林施業や木材運搬等で利用される林道の質的

向上を図る。また、建設後に期間が経過して機能が低下した橋梁等の重要施設について、点検診断及び

補修等を実施し、車両の通行の安全を確保する。

２ 内容

（１）林道改良事業

採択要件：

幹 線 利用区域内の森林面積500ha以上（過疎・振興山村は200ha以上）、改良効果指数1.2以上

その他 利用区域内の森林面積50ha以上（過疎・振興山村は30ha以上）、改良効果指数0.9以上

※山村強靱化林道整備の採択要件は、上記のその他の要件に加えて下記による。

幹線 直接又は支線若しくは分線を経由して、公道等に二箇所以上接続する林道

その他 起点が直接公道等に接続する林道（沿線に家屋等があり、有事に避難路となる場合等）

補 助 率：

幹 線 (国)50％ (県)10％

その他 (国)30％ (県)20％

実施主体：市町村

（２）橋梁等点検診断・保全整備事業

採択要件：補修を実施する施設は、個別施設計画の健全度がⅢ又はⅣに位置づけられた重要施設

補 助 率：(国)50％ (県)10％

実施主体：市町村

３ 令和６年度実績及び令和７年度計画

（１）林道改良事業

令和６年度実施箇所 ：10路線（松原中津川線 外）

令和７年度実施計画箇所 ：11路線（奥古尾線 外）

（２）橋梁等点検診断・保全整備事業

令和６年度実施箇所 ：13路線（大平舟場線 外）、点検診断７市町村（梼原町 外）

令和７年度実施計画箇所 ：24路線（西又河野線 外）、点検診断８市町村（北川村 外）
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

当初予算額

令和６年度

最終予算額

令和７年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林道舗装事業費 17,850 17,850 17,850 17,500 350

補助営林道舗装事業費

17,850千円（ (国)17,500千円 (一)350千円 )

１ 目的

輸送力の向上や通行の安全確保、農山村地域における環境の改善に資するため、既設林道を舗装する。

２ 内容

採択要件：

幹 線 利用区域内の森林面積 500 ha以上 （過疎・振興山村は 200ha以上）

その他 利用区域内の森林面積 50 ha以上 （過疎・振興山村は 30ha以上）

※山村強靱化林道整備の採択要件は、上記のその他の要件に加えて下記による。

幹線 直接又は支線若しくは分線を経由して、公道等に二箇所以上接続する林道

その他 起点が直接公道等に接続する林道（沿線に家屋等があり、有事に避難路となる場合等）

補 助 率：

幹 線 (国)50％ (県)１％

その他 (国)1/3 (県)1/6

実施主体：市町村

３ 令和６年度実績及び令和７年度計画

令和６年度実施箇所 ：１路線（根ぶき谷線）

令和７年度実施計画箇所：１路線（グリーンハット線）
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

当初予算額

令和６年度

最終予算額

令和７年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

道整備交付金

事業費
949,983 845,189 952,072 587,200

(分) 4,801

(負) 97,008

(債) 259,700

3,363

Ⅰ 県営林道道整備交付金事業費

896,122千円 （ (国)531,250千円 (分)4,801千円 (負)97,008千円 (債)259,700千円 (一)3,363千円 )

１ 目的

他の事業と連携して地域内の森林整備の促進や生活環境の向上を図るため、広範囲な森林を利用区

域とする林道を整備する。

２ 内容

採択要件：利用区域内の森林面積 森林基幹道１ 2,000ha以上

森林基幹道２ 1,000ha以上（流域ネットワークは500ha以上）

森林管理道 500ha以上

開設効果指数 1.2以上

費用対効果指数 1.0以上

負 担 率：森林基幹道１ (国)62.5％ (市町村)５％ (県)32.5％

森林基幹道２ (国)62.5％ (市町村)10％ (県)27.5％

森林管理道 (国)62.5％ (市町村)24％ (県)13.5％

実施主体：高知県

３ 令和６年度実績及び令和７年度計画

令和６年度実施箇所 ：７路線（寒風大座礼東線 外）

令和７年度実施計画箇所：７路線（小川線 外）
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治山林道課 （単位：千円）

Ⅱ 補助営林道道整備交付金事業費

55,950千円 （ (国)55,950千円 )

１ 目的

他の事業と連携して地域内の森林整備の促進や生活環境の向上を図る。

２ 内容

（１）林道開設事業

地域内の森林整備の促進や生活環境の向上を図る林道を開設する。

補 助 率：過疎・振興山村 (国)50％

その他 (国)45％

実施主体：市町村

（２）林道改良事業

既設林道について、法面や排水施設等の改良により、局部的構造の質的向上を図る。

補 助 率：幹 線 (国)50％

その他 (国)30％

実施主体：市町村

（３）林道舗装事業

既設林道を舗装し、輸送力の向上及び通行の安全を確保する。

補 助 率：幹 線 (国)50％

その他 (国)1/3

実施主体：市町村

３ 令和６年度実績及び令和７年度計画

（１）林道開設事業

令和６年度実施箇所 ：１路線（大峠北浦線）

（２）林道改良事業

令和６年度実施箇所 ：４路線（久保吉ヶ成線 外）

令和７年度実施計画箇所：３路線（穴瀬線 外）

（３）林道舗装事業

令和６年度実施箇所 ：４路線（寒風大座礼西線 外）

令和７年度実施計画箇所：５路線（東谷大森線 外）
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

当初予算額

令和６年度

最終予算額

令和７年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特定財源 一般財源

緑資源幹線林道

事業費
37,886 37,886 27,909 27,909

１ 目的

旧独立行政法人緑資源機構の実施した緑資源幹線林道事業に係る県負担金の償還を行う。

２ 内容

緑資源幹線林道事業費負担金 （ 27,909千円 (一) 27,909千円 ）

平成３年度から平成19年度までの緑資源幹線林道事業に対する県負担金の償還

償 還 先：国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備センター

支払期間：事業開始年から４年間据置後、翌年度から21年間

※ 昭和48年度～平成２年度までは償還済

事業期間及び実績延長:

路 線 名

旧 緑資源機構実績

（S48～H19）

事業期間 実績延長(km)

東津野・城川線 S48～H8 27.3

小田・池川線 S49～H19 29.7

清水・東津野線 H52～H19 30.5

池川・吾北線 H3～H19 5.5

計 S48～H19 93.0
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

当初予算額

令和６年度

最終予算額

令和７年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林道災害復旧

事業費
105,500 307,000 105,600 104,500 1,100

１ 目的

豪雨等で被災した林道施設を復旧し、機能回復を図る。

２ 内容

採択用件 ：林道台帳に登載されている林道で、降雨や地震等の異常な天然現象により被災を受けた

国庫補助の対象となる林道施設

基本補助率：奥 地 （国）65％

その他 （国）50％

事業実施主体：市町村、森林組合

令和７年度林道災害復旧事業費内訳

３ 令和６年度実績

３年災 大豊町 桑瀬線

４年災 仁淀川町 大引割線 外 １箇所

５年災 安芸市 下久保線 外 27箇所

６年災 香美市 平井線 外 20箇所

区分 予算額 国費 県費

過年災 53,000 53,000 0

令和７年災 50,000 50,000 0

事務費 2,600 1,500 1,100

計 105,600 104,500 1,100
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

(使)        4

(債)  1,868,700

［細目事業名］ ［令和7年度予算額］

【公共・県営】

･･･ ･･･ 640,885

･･･ ･･･ 490,510

･･･ ･･･ 107,142

･･･ ･･･ 21,428

･･･ ･･･ 57,857

･･･ ･･･ 705,000

･･･ ･･･ 407,142

･･･ ･･･ 180,000

･･･ ･･･ 205,000

･･･ ･･･ 95,000

治山施設等災害関連事業 9,000

【公共・補助】

･･･ ･･･ 11,680

2,720

【県単独補助・県営】

･･･ ･･･ 161,631

･･･ ･･･ 26,500

･･･ ･･･ 20,426

･･･ ･･･ 11,208

･･･ ･･･ 12

･･･ ･･･ 11,869

【国直轄治山事業負担金】 205,355

《　治山事業 合計 3,370,365

【災害関係】

･･･ ･･･ 72,100

･･･ ･･･ 2,889

《　治山関係事業 総計 3,445,354

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

治　 山　 関　 係　 事　 業　 一　 覧

復旧治山事業

地すべり防止事業

緊急予防治山事業

流域保全総合治山事業

緊急総合治山事業

林地荒廃防止事業

林地荒廃防止（災害対応）

予防治山事業

災害関連緊急治山事業

災害関連緊急地すべり防止事業

･･･　 　　 林地荒廃防止施設等災害関連事業 　 　･･･

林地崩壊防止事業

･･･　 　 災害関連山地災害危険地区対策事業  　　･･･

県営事業

補助事業

治山計画作成委託料

治山施設点検委託料

特殊土壌対策促進協議会負担金

山地災害危険地区調査委託

･･･ 民有林直轄治山事業･直轄地すべり防止事業 ･･･

林地災害復旧事業

林地荒廃防止施設等災害復旧調査

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額

治山関係事業一覧 3,487,003 3,554,293 3,445,354 1,466,109 110,370

山地治山総合対策事業

山地防災事業

災害関連緊急治山等事業

林地崩壊対策事業

山地災害防止事業

治山計画

林地災害復旧事業

》

》
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

1,348,723 1,957,408 1,317,822 616,000
(使)      4
(債)694,200

　１　目的

     　 山腹崩壊や地すべり等により被災した荒廃山地の復旧整備や、機能低下している保安林を改良することで、

　　　森林の持つ公益的機能を回復させるとともに、山地災害の防止に努め、「安心して住める県土」の確保を図る。

　２　内容

　（１）復旧治山事業　( 640,714千円 (国)299,000千円  (債)340,500千円 (使)4千円 (一)1,210千円 )

　　　　　台風や豪雨に起因する山腹崩壊等により、荒廃した山地の復旧整備を図る。

事 業  規 模：全体計画（事業費）    7,000万円以上

補   助   率：工事費　（県）1/2　   (国)1/2

実施予定箇所：安芸郡馬路村　明賀屋敷 外９箇所　計10箇所

　（２）地すべり防止事業 ( 490,510千円 (国)230,000千円  (債)258,400千円  (一)2,110千円 )

　　　　　地すべり防止区域内の計画的な整備を推進し、定住条件の向上・整備を図る。

事 業  規 模：全体計画（事業費）　　1億円以上

補   助   率：事業費　（県）1/2    （国）1/2

実施予定地区：長岡郡大豊町　西川 外３箇所　計４箇所

　（３）緊急予防治山事業 ( 107,142千円 (国)50,000千円 (債)55,400千円 (一)1,742千円 )

事 業  規 模：年度計画（事業費）　　山腹：800万円以上、渓流：1,500万円以上

補   助   率：事業費　（県）1/2    （国）1/2

実施予定地区：高岡郡梼原町　文丸 外１箇所　計２箇所

　（４）流域保全総合治山事業 ( 21,428千円 (国)10,000千円 (債)10,200千円 (一)1,228千円 )

事 業  規 模：全体計画（事業費）    3,000万円以上

補   助   率：事業費　（県）1/2    （国）1/2

実施予定地区：安芸郡馬路村　魚梁瀬 

　（５）緊急総合治山事業 ( 57,857千円 (国)27,000千円 (債)29,700千円 (一)1,157千円 )

事 業  規 模：年度計画（事業費）　　山腹：800万円以上、渓流：1,500万円以上

補   助   率：事業費　（県）1/2    （国）1/2

実施予定地区：吾川郡いの町　中追

　（６）国庫支出金等精算返納金 ( 171千円 (一)171千円 )

　３　令和６年度に実施した箇所

　（１）復旧治山事業 　（４）緊急総合治山事業

安芸市　別役 外10箇所　計11箇所 高岡郡越知町　池の窪 外１箇所　計２箇所

　（２）復旧治山事業（国補正分） 　（５）緊急予防治山事業

安芸市　別役 外３箇所　計４箇所 土佐市　塚地 外５箇所　計６箇所

　（３）地すべり防止事業 　（６）緊急予防治山事業（国補正分）

長岡郡大豊町　中内 外４箇所　計５箇所 安芸市　奈路 外８箇所　計９箇所

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

山地治山総合対策事業費 7,618

　　　　　山地災害の危険性の高い荒廃危険山地の崩壊等を予防する。

　　　　　重要な水源地において、荒廃した森林等の公益的機能の回復のため総合的な復旧整備を実施する。

　　　　　災害関連緊急治山事業の着手地区における荒廃山地の復旧整備及び崩壊等を予防する。

　　　　　県が地質調査事業者から返還を受けた地質調査業務委託料のうち、国庫補助相当額を国に返還する。

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

1,292,142 1,088,357 1,292,142 603,000 (債) 681,200

　１　目的

　２　内容

　（１）林地荒廃防止事業 ( 705,000千円 (国)329,000千円 (債)373,400千円 (一)2,600千円)

　　　　　山地災害を未然に防止するために整備を図る。

事 業  規 模：年度計画（事業費）　　400万円以上

補 　助 　率：工事費　（県）1/2   （国）1/2

実施予定箇所：安芸市　谷脇 外12箇所　計13箇所

　（２）林地荒廃防止事業（災害対応）( 407,142千円 (国)190,000千円 (債)213,400千円 (一)3,742千円)

　　　　　山地災害を未然に防止するために整備を図る。

事 業  規 模：年度計画（事業費）　　400万円以上

補 　助 　率：工事費　（県）1/2   （国）1/2

実施予定箇所：安芸市　佐次郎地 外６箇所　計７箇所

　（３）予防治山事業( 180,000千円 (国)84,000千円 (債)94,400千円 (一)1,600千円)

　　　　　山地災害を未然に防止するために整備を図る。

事 業  規 模：年度計画（事業費）　　山腹：800万円以上、渓流：1,500万円以上

補 　助 　率：工事費　（県）1/2   （国）1/2

実施予定箇所：安芸郡安田町　前久保 外１箇所　計２箇所

 

　３　令和６年度に実施した箇所

　（１）林地荒廃防止事業

安芸市　根丸 外８箇所　計９箇所

　（２）林地荒廃防止事業（災害対応）

安芸市　北山 外６箇所　計７箇所

　（３）予防治山事業

安芸市　前久保 外４箇所　計５箇所

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

山地防災事業費 7,942

　　　　天然現象に起因する崩壊地や､崩壊の可能性の濃厚な山地の復旧整備を実施し､森林の公益的機能の回復を

　　　図る。

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

300,000 76,680 300,000 186,951 (債) 101,600

　１　目的

　２　内容

　（１）災害関連緊急治山事業 ( 205,000千円 (国)127,556千円 (債)69,600千円 (一)7,844千円 )

　　　　　当年に発生した新生崩壊地について緊急に復旧整備を図る。

事業規模：（事業費）    600万円を超える事業

補 助 率：工事費　（県）1/3     （国）2/3

　（２）災害関連緊急地すべり防止事業 ( 95,000千円 (国)59,395千円 (債)32,000千円 (一)3,605千円 )

事業規模：（事業費）    600万円を越える事業

　３　令和６年度に実施した箇所

　（１）災害関連緊急治山事業

長岡郡大豊町　西川

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

災害関連緊急治山等事業費 11,449

　　　　当年に発生した災害であって、緊急に復旧整備の必要な箇所について実施する。

　　　　　地すべり防止区域内（指定予定地を含む）で当年に発生した新生地すべり等について、緊急に復旧整備を
　　　　図る。

補 助 率：事業費（渓間）　（県）1/3     （国）2/3
　　　　　事業費（山腹）　（県）1/2　　 （国）1/2

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額

89



　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

9,000 0 9,000 4,284 (債)　4,200

　１　目的

　２　内容

　（１）林地荒廃防止施設等災害関連事業

　　　　　負担法の適用を受ける林地荒廃防止施設災害復旧事業の施行のみでは、再度災害の防止に十分な効果が期待

　　　　できないと認められる場合に、これと合併して行う当該施設又はこれを含めた一連の施設の改良事業を行う。

事業規模：全体工事費のうち、災害関連事業の工事費の占める割合が５割以下であり、かつ災害関連

　　　  　事業の工事費が800万円以上

補 助 率：工事費　（国）1/2　（県）1/2

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

治山施設等災害関連事業費 516

　　　　林地荒廃防止施設の復旧にあわせて新生崩壊地の復旧を図る。

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

14,400 0 14,400 10,100

　Ⅰ　林地崩壊防止事業費 ( 11,680千円 (国)8,240千円 (一)3,440千円 )

　　１　目的

　　　　　山地に起因する災害箇所で、保全対象並びに復旧工事の規模等から見て、災害関連緊急治山等事業として

　　　　採択されない激甚災害により発生した新生崩壊地の早期復旧を図る。

　　２　内容

　　（１）林地崩壊防止事業費補助金

補助対象　：その年の当該事業の総額が300万円を超える市町村又は前年度の標準税収入額の10％

　　　　　　以上を超える市町村であって､１箇所の事業費が200万円以上の事業

補  助  率：補助対象事業費　(県)2/10   (国)5/10

実施事業体：市町村

　Ⅱ　災害関連山地災害危険地区対策事業費 ( 2,720千円 (国)1,860千円 (一)860千円 )

　　１　目的

　　　　　山地災害危険地区において降雨等により発生した、保全対象並びに復旧工事の規模等から見て、災害関連

　　　　緊急治山等事業として採択されない荒廃山地の早期復旧を図る。

　　２　内容

　　（１）災害関連山地災害危険地区対策事業費補助金

補助対象　：その年の当該事業の総額が400万円以上の市町村であって、１箇所の事業費が200万円を

　　　　　　超える事業

補  助  率：補助対象事業費　(県)2/10   (国)4～4.75/10

実施事業体：市町村

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

林地崩壊対策事業費 4,300

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

214,987 212,708 188,131 (債)176,500

　１　目的

　２　内容

　（１）県営事業 ( 161,631千円 (債)150,000千円 (一)11,631千円 )

　　　　　公共治山事業に採択されない治山施設の維持修繕

　　　　　防潮堤の陸こう閉鎖など

　（２）補助事業(山地災害防止事業費補助金) ( 26,500千円 (債)26,500千円 (一)0千円 )

　　　　　公共治山事業で採択されない小規模な崩壊地又は崩壊の恐れのある林地の復旧整備を行うために、市町村

　　　　が行う事業に対して補助する。

事業費 補助金 工事請負費 委託料

26,500 26,500 0 0

188,131 26,500 130,500 31,131

　３　令和６年度に実施した箇所

　（１）県営事業

　 香美市物部町　別府 外22箇所　計23箇所

　（２）補助事業（市町村営）

高知市　鏡敷ノ山 外２箇所　計３箇所

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

山地災害防止事業費 11,631

　　　　公共治山､林地崩壊防止事業等に採択されない崩壊地の復旧整備や治山施設の維持修繕等を実施する｡

区 分

補　助：市町村営
補助率：1/2以内

合計

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額

県営：維持修繕等 161,631 0 130,500 31,131
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

30,915 26,997 43,515

　１　目的

　２　内容

　（１）治山計画作成委託　20,426千円

　　　　　翌年度に施工する治山計画箇所のヒアリング資料の作成

事業規模：41箇所程度

契約方法：指名競争入札

委 託 先：未定

　（２）治山施設点検委託　11,208千円

　　　　　既存の治山施設における異常の有無等の点検・調査

契約方法：指名競争入札

委 託 先：未定

　（３）特殊土壌対策促進協議会負担金　12千円

　（４）山地災害危険地区調査委託　11,869千円

　　　　　山地災害危険地区調査要領の改正に伴う危険度の再調査

契約方法：未定

委 託 先：未定

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

治 山 計 画 費 43,515

　  　　治山事業を円滑に推進するため、翌年度に実施する治山事業箇所の計画書の作成及び既設の治山施設の点検

　  　及び特殊土壌地帯対策事業の促進を図る。

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

201,847 192,143 205,355 (債)184,700

　１　目的

　２　内容

(国) (債) (－)

奈半利川 535,015 445,845 80,200 8,970

計 535,015 445,845 80,200 8,970

吉野川上流 366,801 305,667 55,000 6,134

計 366,801 305,667 55,000 6,134

小計 901,816 751,512 135,200 15,104 ２地区

南小川 330,301 275,250 49,500 5,551

計 330,301 275,250 49,500 5,551

1,232,117 1,026,762 184,700 20,655 ３地区

※（債）＋（－）の算出係数（事業費に対する県の負担率）

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

国直轄治山事業費負担金 20,655

　　　　民有林内の大規模荒廃地又は地すべり防止区域、若しくは高度の技術を要するもので、国が復旧整備を図る

　　　ものに対し、県が経費の一部を負担する。

財源内訳（予定）

合　　　　　計

  1-{2/3(1+0.25)}=0.167

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額

事業区分 地区名
地方負担金
対象事業費

予定
地区数

直轄治山

１地区

１地区

地すべり防止 １地区
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　治山林道課

国 庫 支 出 金 特 定 財 源

74,989 0 74,989 45,774 (債) 26,300

　１　目的

　２　内容

　（１）林地荒廃防止施設及び地すべり防止施設災害復旧事業

異常な天然現象等によって被災した、林地荒廃防止施設及び地すべり防止施設の災害復旧を行う。

　（２）林地荒廃防止施設等災害復旧調査設計費 ( 2,889千円 (一)2,889千円 )

地すべり性崩壊等により被災した施設の高度な復旧計画を立案するために行う測量・調査

（単位：千円）

左　の　財　源　内　訳

一 般 財 源

林地災害復旧事業費 2,915

　　　被災した治山施設を復旧して、施設の機能回復を図る。

　　　　　( 72,100千円 (国)45,774千円 (債)26,300千円 (一)26千円 )

事 業 名
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
最 終 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額
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治山林道課 （単位：千円）

事 業 名

令和６年度

当初予算額

令和６年度

最終予算額

令和７年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

保安林整備費 22,625 23,172 24,260 8,988 (諸) 143 15,129

Ⅰ 保安林整備費 ( 23,851千円 (国)8,988千円 (諸)143千円 (-)14,720千円 )

１ 目的

保安林の指定及び伐採許可等の適正な管理を行う。

２ 内容

（１）保安林の指定・解除等

森林法第25条及び第25条の２に定める保安林の指定、同法第26条及び26条の２の解除並びに同法第33

条の２に定める保安林指定施業要件の変更

① 保安林指定 22箇所

② 新生崩壊地保安林指定 28箇所

③ 保安林指定施業要件変更 95箇所

④ 保安林解除 14箇所

（２）立木伐採許可申請などの処理 581件

（３）保安林情報整備委託（ 150千円 (-)150千円 ）

保安林台帳附属図の作成を行う。

委託先：未定

（４）保安林管理情報システム運用保守委託（ 2,937千円 (-)2,937千円 ）

保安林管理情報システムの保守管理を委託する。

委託先：アジア航測株式会社高知営業所

（５）保安林管理情報システム改修委託（ 1,815千円 (-)1,815千円 ）

保安林管理情報システムの改修を委託する。

委託先：アジア航測株式会社高知営業所

（６）保安林台帳異動状況調査委託（ 1,342千円 (-)1,342千円 ）

保安林台帳を土地登記簿情報により修正する。

委託先：未定

（７）保安林標識設置委託（ 1,758千円 (-)1,758千円 ）

新たに指定した保安林内への標識設置及び既設標識の改設を行う。

委託先：未定

（８）事務費等（ 15,849千円 (国)8,988千円 (諸)143千円 (-)6,718千円 ）

３ 令和６年度の保安林の指定・解除実績

指定 242.0227ha

解除 11箇所
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治山林道課 （単位：千円）

Ⅱ 林地開発規制実施事業費（ 409千円 (-)409千円 ）

１ 目的

森林法に基づき、地域森林計画対象民有林(保安林を除く)の１ha（太陽光発電の場合は0.5ha）を超える

開発行為に対して規制を行う。

２ 内容

（１）開発許可審査

①開発行為の事前指導

開発行為の情報収集並びに開発行為の適合性について調査指導、助言を行う。

②開発行為の許可事務

開発行為許可申請の受理、現地調査、審査などを行い、森林審議会への諮問、許可、不許可の決定

を行う。

③開発行為の連絡調整（協議）事務

公共団体などが行う開発行為で許可の適用を受けない案件について協議を行い、他法令との調整及

び現地調査のうえ結果を通知する。

（２）開発許可監督

許可条件不履行状況などの現地調査を行い、指導監督及び完了の確認を行う。

（３）ブロック会議及び研修

地区別ブロック会議及び許可制度実施研修へ出席する。

３ 令和６年度の林地開発許可及び協議実績

（１）林地開発許可（新規 ４件、変更 ４件）

（２）林地開発協議（新規 １件、変更 ０件）
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